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高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金交付要綱 

 

第１条～第 18 条 略 

 

第 19 条 知事は、補助事業の成果を捕捉するため、補助事業者に対し、補助事

業の完了した日（複数年度にまたがる事業の場合は最終年度の補助事業の完

了した日）の属する会計年度の翌年度以降の５年間、当該補助事業に係る過

去１年間の成果（補助事業の完了年度の翌年度は補助事業が完了した日の翌

日からの成果）を、別記第 12 号様式の実施状況報告書により提出させるもの

とする。 ただし、当該事業計画の遂行を取りやめた場合は、この限りでな

い。 

  

２～４ 略 

 

第 20 条～第 24 条 略 

 

附則 

（施行期日） 

１ 略 

（失効期限等） 

２ この要綱は、令和９年５月 31 日限り、その効力を失う。ただし、この要綱

に基づき交付された補助金については、第 12 条第３項、第 15 条から第 17 条ま

で及び第 19 条から第 22 条までの規定は同日以降もなおその効力を有する。 

（経過措置） 

３ 略 

 

附則 略 

高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金交付要綱 

 

第１条～第 18 条 略 

 

第 19 条 知事は、補助事業の成果を捕捉するため、補助事業者に対し、補助事

業の完了した日（複数年度にまたがる事業の場合は最終年度の補助事業の完

了した日）の属する会計年度の翌年度以降の５年間、当該補助事業に係る過

去１年間の成果（補助事業の完了年度の翌年度は補助事業が完了した日の翌

日からの成果）を、別記第 12 号様式の実施状況報告書により提出させるもの

とする。  

 

 

２～４ 略 

 

第 20 条～第 24 条 略 

 

附則 

（施行期日） 

１ 略 

（失効期限等） 

２ この要綱は、令和７年５月 31 日限り、その効力を失う。ただし、この要綱

に基づき交付された補助金については、第 12 条第３項、第 15 条から第 17 条ま

で及び第 19 条から第 22 条までの規定は同日以降もなおその効力を有する。 

（経過措置） 

３ 略 

 

附則 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年の変更 
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附則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱は、令和４年４月１日以後に初年度の補助金の交付の決定を受け

た事業について適用し、同日前に初年度の補助金の交付の決定を受けた事業

については、なお従前の例による。 

 

 

別表第１（第４条関係）補助対象 

 

※ 別途掲載 

 

別表第２（第７条、第８条、第 17 条関係） 略 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第４条関係）補助対象 

 

※ 別途掲載 

 

別表第２（第７条、第８条、第 17 条関係） 略 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

下線部を追加 
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別記 
第１号様式（第６条関係） 

   年 月 日 
高知県知事 様 
 
            申請者  申請者住所（郵便番号及び本社所在地） 
                  名   称 
                  代表者氏名（代表者の役職及び氏名） 
                  （生年月日：         ） 
 

年度高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金交付申請書 
 

  高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定
により、上記補助金の交付について、下記のとおり関係書類を添えて申請し
ます。 

 
記 

１ 事業区分  実用化研究型 ・ 事業化研究型 
        ※該当区分以外を削除してください。 
 
２ 事業計画名 ※別紙「補助事業計画書」と一致させてください。 
 
３ 補助事業に要する経費等 
（１）補助事業に要する経費   円（税込） 
（２）補 助 対 象 経 費   円（税抜・一部税込） 
（３）補 助 金 交 付 申 請 額   円（税抜・一部税込） 
                      ※不要な文字は削除してくだ
さい。 
４ 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分 
  別紙「補助事業計画書」のとおり 
 
５ 事業実施期間 
    年 月 日 ～   年 月 日 
 
６ 添付書類※ 
（１）補助事業計画書等（別紙１） 
（２）会社パンフレット 
（３）定款又は登記事項証明書 
（４）直近２期分の決算書（貸借対照表、損益計算書等） 
（５）積算根拠資料（見積書かそれに代わる書類） 
（６）令和４年度高知県入札参加資格者名簿の写し、本社及び高知県内の営業所や事業

所の都道府県税の納税証明書（写し可）及び本社及び高知県内の営業所や事業所
の消費税及び地方消費税の納税証明書（写し可） 

（７）（１）から（６）までに掲げる書類のほか、知事が必要と認める書   

別記 
第１号様式（第６条関係） 

   年 月 日 
高知県知事 様 
 
            申請者  申請者住所（郵便番号及び本社所在地） 
                  名   称 
                  代表者氏名（代表者の役職及び氏名） 
                  （生年月日：         ） 
 

年度高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金交付申請書 
 

  高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定
により、上記補助金の交付について、下記のとおり関係書類を添えて申請し
ます。 

 
記 

１ 事業区分  チャレンジ型 ・ 実用化研究型 ・ 事業化研究型 
        ※該当区分以外を削除してください。 
 
２ 事業計画名 ※別紙「補助事業計画書」と一致させてください。 
 
３ 補助事業に要する経費等 
（１）補助事業に要する経費   円（税込） 
（２）補 助 対 象 経 費   円（税抜・一部税込） 
（３）補 助 金 交 付 申 請 額   円（税抜・一部税込） 
                      ※不要な文字は削除してくだ
さい。 
４ 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分 
  別紙「補助事業計画書」のとおり 
 
５ 事業実施期間 
    年 月 日 ～   年 月 日 
 
６ 添付書類※ 
（１）補助事業計画書等（別紙１） 
（２）会社パンフレット 
（３）定款又は登記事項証明書 
（４）直近２期分の決算書（貸借対照表、損益計算書等） 
（５）積算根拠資料（見積書かそれに代わる書類） 
（６）令和３年度高知県入札参加資格者名簿の写し、本社及び高知県内の営業所や事業

所の都道府県税の納税証明書（写し可）及び本社及び高知県内の営業所や事業所
の消費税及び地方消費税の納税証明書（写し可） 

（７）（１）から（６）までに掲げる書類のほか、知事が必要と認める書   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業区分から

チャレンジ型

を削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度の変更 
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   類 
※（２）～（３）については、事業２年目以降、前年度から参加している企業で変更

がない場合は不要 
※（２）～（４）、（６）については、大学等は不要 
※（４）については、事業２年目以降、前年度から参加している企業は直近１期分 
※（５）については、機械装置費、外注費、特許関連経費及び委託料は必須。その他

経費は可能な範囲で可。見積書は交付申請書提出日以降も有効であるものに限
る。 

※（６）については、審査結果の通知日以降に取得したものに限る。ただし、資格要
件確認書類の提出日から交付申請日の間に納付時期がきておらず、資格要件確認
時に提出された納税証明書に変更がない場合は不要 

※（７）については、「高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金実施要領」によ
る 

※（３）及び（７）については、審査結果の通知日以降に取得したものに限る。 

 

 

 

 

 
第１号様式の別紙１ 

補助事業計画書 

 

１～６ 略 

 

 

７ 具体的な研究計画（内容・担当・目標） 

 
注釈 略 

 

 【研究開発項目１】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容 

・年度目標 

 

＜２年目＞  

   類 
※（２）～（３）については、事業２年目以降、前年度から参加している企業で変更

がない場合は不要 
※（２）～（４）、（６）については、大学等は不要 
※（４）については、事業２年目以降、前年度から参加している企業は直近１期分 
※（５）については、機械装置費、外注費、特許関連経費及び委託料は必須。その他

経費は可能な範囲で可 
※（６）については、審査結果の通知日以降に取得したものに限る。ただし、資格要

件確認書類の提出日から交付申請日の間に納付時期がきておらず、資格要件確認
時に提出された納税証明書に変更がない場合は不要 

※（７）については、「高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金実施要領」によ
る 

 

 

 

 

 

第１号様式の別紙１ 

補助事業計画書 

 

１～６ 略 

 

 

７ 具体的な研究計画（内容・担当・目標） 

 
注釈 略 
 

【研究開発項目１】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容 

・年度目標 

 

＜２年目＞  

 

 

 

見積書の有効

期限に説明を

追加 

 

（３）及び

（７）の書類

の取得日につ

いての説明を

追加 
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・実施内容 

・年度目標 

 

＜３年目＞ ※事業化研究型の場合は削除してください。 

・実施内容 

・年度目標 

 

※1 ページ以内にまとめてください。研究開発項目２がある場合はここで  

改ページしてください。 

【研究開発項目２】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容 

・年度目標 

 

＜２年目＞  

・実施内容 

・年度目標 

 

＜３年目＞ ※事業化研究型の場合は削除してください。 

・実施内容 

・年度目標 

 

※1 ページ以内にまとめてください。研究開発項目２がない場合はこの 

ページは削除してください。研究開発項目３がある場合はここで改 

ページしてください。 

【研究開発項目３】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容 

・年度目標 

・実施内容 

・年度目標 

 

＜３年目＞ ※チャレンジ型及び実用化研究型の場合は削除してください。 

・実施内容 

・年度目標 

 

※1 ページ以内にまとめてください。研究開発項目２がある場合はここで 

改ページしてください。 

【研究開発項目２】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容 

・年度目標 

 

＜２年目＞  

・実施内容 

・年度目標 

 

＜３年目＞ ※チャレンジ型及び実用化研究型の場合は削除してください。 

・実施内容 

・年度目標 

 

※1 ページ以内にまとめてください。研究開発項目２がない場合はこの 

ページは削除してください。研究開発項目３がある場合はここで改 

ページしてください。 

【研究開発項目３】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞  

・実施内容 

・年度目標 

 

 

 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新    旧    対    照    表 
新 旧 備考欄 

 

6 / 14 

 

＜２年目＞  

・実施内容 

・年度目標 

 

＜３年目＞ ※事業化研究型の場合は削除してください。 

・実施内容 

・年度目標 

 

 

 

※1 ページ以内にまとめてください。研究開発項目３がない場合はこの 

ページは削除してください。 

 

８ 研究の実績と変更計画 

 ※この項目から改ページをしてください。 

※交付２年目以降作成するページです。１年目の申請時は削除して下さい。 

研究開発項目１】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容と結果、見えてきた課題 

 

 

＜２年目＞ 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

 

＜３年目＞ ※事業化研究型の場合は削除してください。 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

 

＜２年目＞  

・実施内容 

・年度目標 

 

＜３年目＞ ※チャレンジ型及び実用化研究型の場合は削除してください。 

・実施内容 

・年度目標 

 

 

 

※1 ページ以内にまとめてください。研究開発項目３がない場合はこの 

ページは削除してください。 

 

８ 研究の実績と変更計画 

 ※この項目から改ページをしてください。 

※交付２年目以降作成するページです。１年目の申請時は削除して下さい。 

【研究開発項目１】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容と結果、見えてきた課題 

 

 

＜２年目＞ 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

 

＜３年目＞  

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

 

 

 

 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下線部追加 

 

←は２年目の記入例です。３年目は下のよう

にしてください。 

＜１年目＞ 

・実施内容と結果、見えてきた課題 

 

＜２年目＞ 

・実施内容と結果、見えてきた課題 

 

＜３年目＞ 

・２年目の結果を踏まえた実施内容 

・２年目の結果を踏まえた年度目標 

←は２年目の記入例です。３年目は下のよう

にしてください。 

＜１年目＞ 

・実施内容と結果、見えてきた課題 

 

＜２年目＞ 

・実施内容と結果、見えてきた課題 

 

＜３年目＞ 

・２年目の結果を踏まえた実施内容 

・２年目の結果を踏まえた年度目標 
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・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

※１ページ以内にまとめてください。研究開発項目２がある場合はここで 
改ページしてください 

 

【研究開発項目２】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容、結果、見えてきた課題 

 

＜２年目＞ 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

＜３年目＞ ※事業化研究型の場合は削除してください。 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

※1ページ以内にまとめてください。研究開発項目２がない場合はこの 
ページは削除してください。研究開発項目３がある場合はここで改ペー  
ジしてください。 

 

【研究開発項目３】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容、結果、見えてきた課題 

 

＜２年目＞ 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

＜３年目＞ ※事業化研究型の場合は削除してください。 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

※１ページ以内にまとめてください。研究開発項目２がある場合はここで 
改ページしてください 

 

【研究開発項目２】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容、結果、見えてきた課題 

 

＜２年目＞ 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

＜３年目＞  

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

※1ページ以内にまとめてください。研究開発項目２がない場合はこの 
ページは削除してください。研究開発項目３がある場合はここで改ペー   
ジしてください。 

 

【研究開発項目３】 『見出し』（担当：○○大学、△△株式会社） 

 

＜１年目＞ 

・実施内容、結果、見えてきた課題 

 

＜２年目＞ 

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

＜３年目＞  

・１年目の結果を踏まえた実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下線部追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下線部追加 
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・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

※1ページ以内にまとめてください。研究開発項目３がない場合はこの 

ページは削除してください。 

 

９ ロードマップ 
※１年目は「７具体的な研究計画（内容・担当・目標）」、２年目以降は

「８研究の実績と変更計画」と内容を一致させて、全体計画を「見える

化」してください。 

※「事業化研究型」は３年目欄を削除してください。 

※必要に応じて、高さの変更やページの追加をしてください。 

 

図 略 

 

10 事業化計画 

 ※「事業化研究型」は最新かつ具体的な情報を記入してください。 

 ※「実用化研究型」は、できるだけ具体的な情報を記入してください。 

 ※ 必要に応じて図や写真等を用いるなどして、分かり易く記入してくださ

い。 

 

図 略 

 

11 経費明細表 

＜経費明細総括表＞ 略 

 

＜経費明細表＞  

（代表申請機関名：   ） 表 略 

※補助金交付要綱別表第１に定める経費区分、種別に応じて記入してください。 

表中の行数や高さ等は必要に応じて変更してください。 

・１年目の結果を踏まえた年度目標 

 

※1ページ以内にまとめてください。研究開発項目３がない場合はこの 

ページは削除してください。 

 

９ ロードマップ 
※１年目は「７具体的な研究計画（内容・担当・目標）」、２年目以降は

「８研究の実績と変更計画」と内容を一致させて、全体計画を「見える

化」してください。 

※「チャレンジ型」「事業化研究型」は３年目欄を削除してください。 

※必要に応じて、高さの変更やページの追加をしてください。  

 

図 略 

 

10 事業化計画 

 ※「事業化研究型」は最新かつ具体的な情報を記入してください。 

 ※「チャレンジ型」「実用化研究型」は、できるだけ具体的な情報を記入して

ください。 

 ※ 必要に応じて図や写真等を用いるなどして、分かり易く記入してくださ

い。 

 

図 略 

 

11 経費明細表 

＜経費明細総括表＞ 略 

 

＜経費明細表＞  

（代表申請機関名：   ） 表 略 

※補助金交付要綱別表第１に定める経費区分、種別に応じて記入してください。 

表中の行数や高さ等は必要に応じて変更してください。 

 

 

 

 

 

 

 

注釈からチャ

レンジ型を削

除 

 

 

 

注釈からチャ

レンジ型を削

除 
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※補助対象経費及び補助金交付申請額は税抜き額を記入してください。補助金 

交付要綱第６条第２項ただし書の規定による交付の申請をする場合は、理由 

書（任意様式）を添えた上でＢ、Ｂ×補助率欄に税込み額を記入することが 

できます。ただし、その場合でも、補助金交付要綱第12条第２項及び第３項 

の規定が除外されるものではありません。 

※「積算基礎」は、「A 補助事業に要する経費（税込）」について単価や数量等の 

経費の内訳を記入してください。 

※補助対象経費及び補助金交付申請額における（税抜）表示は、税込み額を記入す 

る場合は（税込）に変更してください。 

※事業費に軽減税率に該当するものがある場合、積算基礎に税率が分かるよう

に記入してください。 

 

（共同申請機関名：   ） 表 略 

 

※補助金交付要綱別表第１に定める経費区分、種別に応じて記入してください。 

表中の行数や高さ等は必要に応じて変更してください。 

※補助対象経費及び補助金交付申請額は税抜き額を記入してください。補助金 

交付要綱第６条第２項ただし書の規定による交付の申請をする場合は、理由 

書（任意様式）を添えた上でＢ、Ｂ×補助率欄に税込み額を記入することが 

できます。ただし、その場合でも、補助金交付要綱第12条第２項及び第３項 

の規定が除外されるものではありません。 

※「積算基礎」は、「A 補助事業に要する経費（税込）」について単価や数量等の 

経費の内訳を記入してください。 

※補助対象経費及び補助金交付申請額における（税抜）表示は、税込み額を記入す 

る場合は（税込）に変更してください。 

※事業費に軽減税率に該当するものがある場合、積算基礎に税率が分かるよう

に記入してください。 

 

12 資金調達内訳 略 

 

第２号様式（第７条関係） 略 

 

第３号様式（第10条関係） 略 

※補助対象経費及び補助金交付申請額は税抜き額を記入してください。補助金 

交付要綱第６条第２項ただし書の規定による交付の申請をする場合は、理由 

書（任意様式）を添えた上でＢ、Ｂ×補助率欄に税込み額を記入することが 

できます。ただし、その場合でも、補助金交付要綱第12条第２項及び第３項 

の規定が除外されるものではありません。 

※「積算基礎」は、「A 補助事業に要する経費（税込）」について単価や数量等の 

経費の内訳を記入してください。 

※補助対象経費及び補助金交付申請額における（税抜）表示は、税込み額を記入す 

る場合は（税込）に変更してください。 

 

 

 

（共同申請機関名：   ） 表 略 

 

※補助金交付要綱別表第１に定める経費区分、種別に応じて記入してください。表

中の行数や高さ等は必要に応じて変更してください。 

※補助対象経費及び補助金交付申請額は税抜き額を記入してください。補助金 

交付要綱第６条第２項ただし書の規定による交付の申請をする場合は、理由 

書（任意様式）を添えた上でＢ、Ｂ×補助率欄に税込み額を記入することが 

できます。ただし、その場合でも、補助金交付要綱第12条第２項及び第３項 

の規定が除外されるものではありません。 

※「積算基礎」は、「A 補助事業に要する経費（税込）」について単価や数量等の 

経費の内訳を記入してください。 

※補助対象経費及び補助金交付申請額における（税抜）表示は、税込み額を記入す 

る場合は（税込）に変更してください。 

 

 

 

12 資金調達内訳 略 

 

第２号様式（第７条関係） 略 

 

第３号様式（第10条関係） 略 

 

 

 

 

 

 

 

説明追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明追加 
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第３号様式の別紙 略 

 

第３号様式の２（第10条関係） 略 

 

第３号様式の３（第10条関係） 略 

 

 
 
第３号様式の３の別紙 
 

誓 約 書 兼 同 意 書 
 

年 月 日 
 

高知県知事 様 
 
             申請者  住所（郵便番号及び本社所在地） 
                  名称 
                  代表者（役職及び氏名）  印      
                
   年 月 日付け高知県指令    第 号で補助金の交付の決定通知が
ありました  年度高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金に係る下記
の補助事業の承継に関し、被承継者が高知県に対して有する一切の権利義務
を 年 月 日付で承継し、当該補助事業を責任を持って続行し、その成果
の事業化に努めることを誓約します。 
 また、当該補助金の継承に当たり、高知県に対する下記の税外未収金債務
の滞納がないことについて誓約し、このことについて、県の補助事業所管課
が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情報の提供及び滞納の
有無に関する情報の共有）に同意します。誓約の内容に偽りがあった場合
は、継承の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。 
 

＜対象となる税外未収金債務＞ 
・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化
資金貸付金償還金 
・農業改良資金貸付金償還金 
・林業・木材産業改善資金貸付金償還金 
・沿岸漁業改善資金貸付金償還金 

第３号様式の別紙 略 

 

第３号様式の２（第10条関係） 略 

 

第３号様式の３（第10条関係） 略 

 

 
 
第３号様式の３の別紙 
 

誓 約 書 兼 同 意 書 
 

年 月 日 
 

高知県知事 様 
 
             申請者  住所（郵便番号及び本社所在地） 
                  名称 
                  代表者（役職及び氏名）(自署)      
                
   年 月 日付け高知県指令    第 号で補助金の交付の決定通知が
ありました  年度高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金に係る下記
の補助事業の承継に関し、被承継者が高知県に対して有する一切の権利義務
を 年 月 日付で承継し、当該補助事業を責任を持って続行し、その成果
の事業化に努めることを誓約します。 
 また、当該補助金の継承に当たり、高知県に対する下記の税外未収金債務
の滞納がないことについて誓約し、このことについて、県の補助事業所管課
が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情報の提供及び滞納の
有無に関する情報の共有）に同意します。誓約の内容に偽りがあった場合
は、継承の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。 
 

＜対象となる税外未収金債務＞ 
・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化
資金貸付金償還金 
・農業改良資金貸付金償還金 
・林業・木材産業改善資金貸付金償還金 
・沿岸漁業改善資金貸付金償還金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自署を押印に

変更 
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記 

１ 事業計画名 
  ※補金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。 
 
２ 承継の内容 
 
３ 承継の理由 
 
４ 被承継者の氏名及び住所 

 

 

第４号様式（第10条関係） 略 

 

第５号様式（第11条関係） 略 

 

第５号様式の別紙 略 

 

第６号様式（第12条関係） 
  年 月 日 

 
高知県知事 様 
 
             申請者（代表申請機関） 

住所（郵便番号及び本社所在地） 
                  名称 
                  代表者（役職及び氏名）    

（共同申請機関） 
                 住所（郵便番号及び本社所在地） 
                 名称 
                 代表者（役職及び氏名） 

※代表申請機関と共同申請機関の連名にしてください。 
                        

  年度高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金 
実績報告書 

 
 
記 

１ 事業計画名 
  ※補金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。 
 
２ 承継の内容 
 
３ 承継の理由 
 

４ 被承継者の氏名及び住所 

 

 

第４号様式（第10条関係） 略 

 

第５号様式（第11条関係） 略 

 

第５号様式の別紙 略 

 

第６号様式（第12条関係） 
  年 月 日 

 
高知県知事 様 
 
             申請者  住所（郵便番号及び本社所在地） 
                  名称 
                  代表者（役職及び氏名）    
                        

   
 
 
 

 
 

年度高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金 
実績報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代表申請機関

と共同申請機

関の連名に変

更 
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     年 月 日付け高知県指令    第 号で補助金の交付の決定通知
がありました補助事業を完了（廃止・中止）したので、高知県産学官連携産
業創出支援事業費補助金交付要綱第12条第１項の規定により、下記のとおり
実績を報告します。 

記 
１ 事業計画名 
  ※補助金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。 
 
２ 補助金交付決定額等 
（１）補 助 金 交 付 決 定 額          円（税抜） 
（２）概 算 払 受 領 済 額      円（税抜・一部税込） 
（３）補助事業に要した経費          円（税込） 
（４）補 助 対 象 経 費          円（税抜・一部税込） 
（５）補 助 金 額          円（税抜・一部税込） 
                                       ※不要な文字は削除してください。 
３ 補助事業実施期間 
    年 月 日 ～   年 月 日 
 
４ 事業の実績報告 
  別紙のとおり 
 
５ 添付書類 
（１）交付要綱第15条に規定する取得財産等管理台帳（別記第10号様式）  

※該当の財産がある場合のみ 
（２）高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金実施要領第４号様式及び

第５号様式の経費区分別明細書及びその添付書類 
（３）（２）の他、写真等実績報告書の参考となる書類 

 

 

 

第６号様式の別紙  

１～２ 略 

 

３ ロードマップ（実績） 

※「事業化研究型」は３年目欄を削除してください。 

 
     年 月 日付け高知県指令    第 号で補助金の交付の決定通知
がありました補助事業を完了（廃止・中止）したので、高知県産学官連携産
業創出支援事業費補助金交付要綱第12条第１項の規定により、下記のとおり
実績を報告します。 

記 
１ 事業計画名 
  ※補助金交付申請書と同じ事業計画名を記入してください。 
 
２ 補助金交付決定額等 
（１）補 助 金 交 付 決 定 額          円（税抜） 
（２）概 算 払 受 領 済 額      円（税抜・一部税込） 
（３）補助事業に要した経費          円（税込） 
（４）補 助 対 象 経 費          円（税抜・一部税込） 
（５）補 助 金 額          円（税抜・一部税込） 
                                       ※不要な文字は削除してください。 
３ 補助事業実施期間 
    年 月 日 ～   年 月 日 
 
４ 事業の実績報告 
  別紙のとおり 
 
５ 添付書類 
（１）交付要綱第15条に規定する取得財産等管理台帳（別記第10号様式）  

※該当の財産がある場合のみ 
（２）高知県産学官連携産業創出支援事業費補助金実施要領第４号様式及び

第５号様式の経費区分別明細書及びその添付書類 
（３）（２）の他、写真等実績報告書の参考となる書類 

 

 

 

第６号様式の別紙  

１～２ 略 

 

３ ロードマップ（実績） 

※「チェレンジ型」「事業化研究型」は３年目欄を削除してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注釈からチャ

レンジ型を削

除 
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※研究開発項目単位で、交付申請時のロードマップと実績を対比してくださ

い。計画と実績との違いが分かるよう書き方を工夫してください。 

※必要に応じて、高さの変更やページの追加をしてください。 

※【実績】欄は、当年度の実績を踏まえた次年度以降の変更を反映させてくだ

さい。研究開発項目ごとに適宜行を追加してください。 

 

図 略 

 

 

第７号様式（第12条関係） 略 

  

第８号様式（第13条関係） 略 

 

第９号様式（第14条関係） 略 

  

第10号様式（第15条関係）略 

 

第11号様式（第16条関係） 略 

 

第12号様式（第19条関係） 

１～４ 略 

 

５ 事業化報告 

補助事業の実施成果の事業化（ 有 ・ 無 ） 

  ① 継続の状況 

※「無」を選択した事業者は、事業化の見通し等について記入してください。     

※「有」を選択した事業者は、事業化したことが分かる資料を提出してくださ

い。また、現在の進捗状況を記入してください。 

 

※研究開発項目単位で、交付申請時のロードマップと実績を対比してくださ

い。計画と実績との違いが分かるよう書き方を工夫してください。 

※必要に応じて、高さの変更やページの追加をしてください。 

※【実績】欄は、当年度の実績を踏まえた次年度以降の変更を反映させてくだ

さい。 

 

図 略 
 

 

第７号様式（第12条関係） 略 

 

第８号様式（第13条関係） 略 

 

第９号様式（第14条関係） 略 

  

第10号様式（第15条関係）略 

 

第11号様式（第16条関係） 略 

 

第12号様式（第19条関係） 

１～４ 略 

 

５ 事業化報告 

補助事業の実施成果の事業化（ 有 ・ 無 ） 

  ① 継続の状況 

※「無」を選択した事業者は、事業化の見通し等について記入してください。     

※「有」を選択した事業者は、事業化したことが分かる資料を提出してくださ 

い。 

 

 

 

 

説明追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明追加 
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 ②、③ 略 

 

  

第12号様式の別紙 

＜収益状況確認票＞ 略 

 

 次に掲げる事項に該当する場合は、次の表に従って記入し、「補助

事業に係る本年度収益額」を算出してください。 

・補助事業の成果に基づく試作品又は製品の販売又は譲渡があった場合 

・補助事業の成果に基づき取得した特許権、実用新案権若しくは意匠権の

譲渡又は実施権の設定があった場合 

 

（※１）知的財産権の譲渡又は実施権の設定及び成果の他への供与を含みます。 

（※２）試作品等の販売による年間の売上額 

（※３）次頁「原価計算書」により算出 

（※４）製品の年間の販売数量 

（※５）次頁「原価計算書」の「総原価」額 

（※６）「販売金額」－「販売原価」で算出 

 

（注）上記を証明するために、製品の種類ごとにその原価を、次頁に示す「当該事業の

原価算出表」を作成して算出するとともに、当該期の損益計算書を添えてくださ

い。 

 

 

＜当該事業の原価算出表＞ 略 

製品の名称 

（※１） 

販売金額 

（※２） 

１個当たり原価

（※３） 

販売数量 

（※４） 

販売原価 

（※５） 

補助事業に係る本年

度収益額（※６） 

      

      

 ②、③ 略 

 

 

第12号様式の別紙 

＜収益状況確認票＞ 略 

 

 次に掲げる事項に該当する場合は、次の表に従って記入し、「補助

事業に係る本年度収益額」を算出してください。 

・補助事業の成果に基づく試作品又は製品の販売又は譲渡があった場 

・補助事業の成果に基づき取得した特許権、実用新案権若しくは意匠権の

譲渡又は実施権の設定があった場合 

 

（※１）知的財産権の譲渡又は実施権の設定及び成果の他への供与を含みます。 

（※２）試作品等の販売による年間の売上額 

（※３）次頁「原価計算書」により算出 

（※４）製品の年間の販売数量 

（※５）「１個当たり原価」×「販売数量」で算出 

（※６）「販売金額」－「販売原価」で算出 

 

（注）上記を証明するために、製品の種類ごとにその原価を、次頁に示す「当該事業の

原価算出表」を作成して算出するとともに、当該期の損益計算書を添えてくださ

い。 

 

 

＜当該事業の原価算出表＞ 略 

製品の名称 

（※１） 

販売金額 

（※２） 

１個当たり原価

（※３） 

販売数量 

（※４） 

販売原価 

（※５） 

補助事業に係る本年

度収益額（※６） 

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次項の原価算

出表の計算式

と金額が一致

するよう注釈

修正 

 

 

 

 


